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貿易制限的国内規制の規律をめぐる EU 法と WTO 法の接点を通じた WTO 法の批判的研究 
 
小場瀬琢磨 
 
本論文は、貿易制限的国内規制に対する EU 法および WTO 法の規律を検討対象とし、こ
れらふたつの貿易体制における法相互間の接点を探ることによって、EU 法から見た WTO
法の発展の方向性を探るものである。以下に本論文の概要を申し述べる。 
 
1. 本研究における問題、問題関心および目的 
 
WTO は、「関税その他の貿易障害を実質的に軽減し」および「国際貿易関係における差
別待遇を廃止するための相互的かつ互恵的な取極」を基礎として、多角的貿易体制を構成
している。その加盟国・主体は、ほぼ全世界にわたる 153 の国・地域に達している。日本
も、GATT／WTO 多角的貿易体制に参加し、大きな利益を享受してきた。すなわち GATT
／WTO は、貿易相手国間に差別を設けず、また保護主義をとらないという基本的規則を課
し、かつ、これら規則が多くの国との貿易関係において安定的に守られるようにする制度
を提供してきた。それに参加することによって日本も貿易上の利益を確保してきた。しか
し、国際経済関係を規律する法は、GATT／WTO の多角的貿易体制のみから成っているの
ではない。多角的貿易体制に参加する一部の国々の相互の関係を規律する地域経済統合体
を形成する例がある。EU はその代表例である。そうした地域経済統合体は 1990 年代後半
に急増した。その結果、貿易はますます地域経済統合体を形成する国の間で行われるよう
になってきた。さらに、各国は貿易上の機会の均等を求めてますます地域経済統合体を形
成するようになった。こうして地域経済統合が国際貿易における重要な法的手段となった。 
以上の動向は注目すべき問題を含んでいる。地域経済統合法がますます増大していると
ころ、地域経済統合法は WTO 法の発展へ影響を与えうるか。もし与えうるとしたら、それ
はいかなる点についてなのか、という問題である。もともと国際経済法は、貿易の自由化
と国際経済関係の法的安定性を実現する手段としての性質を帯びる。それゆえ WTO 法も地
域経済統合法も、貿易自由化と国際経済関係の法的安定性の実現手段としての質と内容が
問われる。この評価軸上に乗せて WTO と地域経済統合体の法と制度を観察し、両者の特異
点、共通点および接点を整理し、相互の批判的な法的分析が可能となるよう比較点を設定
していくことによって、地域経済統合法からみた WTO 法の発展の方向性も探ることができ
るのではないか。本論文は、このような問題意識に根ざし、地域経済統合法と WTO 法の比
較法研究の実践を試みるものである。 
ただし、すべての地域経済統合体について一度に分析を行うことや、地域経済統合体に
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おいて扱われるすべての制度について一度に WTO の個別制度との比較対象分析を行うこ
とは、もとより不可能である。よって本論文では、次のような対象の限定を加えて問題を
構成している。まず、数ある地域経済統合体の中から EU を比較対象として選定した。その
理由は、商品自由移動原則を適用した判例の蓄積の厚い EU に着目することによって、より
多角的な WTO 法の理解と解釈適用論の提示が可能になるのではないかという作業仮説に
依拠したためである。次に、EU 法と WTO 法の比較に依拠する研究を行うにしても、検討
素材は膨大であるため、以下に比較検討の対象を限定している。第一に、EU 運営条約 34
条と、WTO 法における対応規定に当たる GATT3 条に比較対象を限定している。一方の EU
運営条約 34 条は、EU 域内通商において EU 構成国が数量制限および数量制限と同等の効果
をとることを禁止し、他方の GATT3 条は WTO 加盟国が他の WTO 加盟国の産品に対して
差別的な国内措置をとることを禁止する。GATT3 条に定められた内国民待遇原則が貿易自
由化に関する WTO 法の基本原則のひとつを占めることから、GATT3 条は、EU 法との比較
研究を行うに当たってまず取り上げるべき重要規定である。第二は、貿易制限的措置を非
貿易的関心事項との関係で調整する法的枠組である。ここでは、EU 運営条約 34 条の例外
（すなわち同条約 36 条および EU運営条約 34 条の禁止に対する判例上の例外）を一方とし、
GATT 上の義務の一般的例外を定めた GATT20 条を他方として比較を進める。貿易と非貿易
的関心事項との調整については、EU も WTO も共に例外規定という調整のための法的枠組
を機動的に運用することによって乗り切ろうとしているところ、それを具体的に叙述する
ため地球環境保護のための貿易制限的措置を題材として用いた。 
以上のような対象の限定を加えた上で、EU 法と WTO 法の接点を探索し、EU 法から WTO
法の発展への示唆を批判的に探った場合、その接点を通じてみえてくる WTO 法の発展に関
する示唆とはどのようなものであるか。これが本論文において扱われる問題である。この
問題の検討を通じて、EU 法からみた WTO 法のより精密な議論のあり方を示すことが本論
文の目的である。もっとも、こうした検討視角と目的設定に対しては、そもそも EU と WTO
の各条約の目的、制度構成および貿易自由化に向けて採用している基本論理が異なってい
るから比較検討は理由がないという反論が予想される。よって、国内規制措置の規律規定
を広く解釈して、貿易制限的措置の禁止を広い範囲に及ぼす欧州司法裁判所判例の存立基
盤を整理して、それが WTO に具わっているかどうかを前提問題として検討した。 
EU と WTO との関係を扱う先行研究との関係で、本研究は、次のような特徴を具える。
先行研究には、EU 法と WTO 法をそれぞれ国内法と国際法と捉える見方（国際･国内法分析
枠組）から出発する研究と、EU 法と WTO 法をともに国際経済関係の法と捉える見方（国
際経済関係法分析枠組）から出発する研究がある。前者の国際･国内法分析枠組は、基本的
に EU 法を国内法、WTO 法を国際法と捉えた上で、EU の対外関係を処理する法制度の分析
を進めるとともに、EU と WTO の関係を EU 内における WTO 法の効力や適用実施の問題と
して扱う。この分析枠組においては、EU 内における EU 法の自律性と対 EU 域外関係にお
ける EU の権限が強調される。これは EU 対外関係機構法の説明には有用ではあるものの、
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しかし WTO 実体法への関心を入れる余地をほとんど残していない。ゆえに、WTO 実体法
を視野に入れつつ EU と WTO の関係を分析しようとする際の分析枠組としては限界がある。
しかし他方の国際経済法分析枠組による研究もまたいくつかの限界をもっている。この見
方による研究は、EU 法と WTO 法の実体法を比較しようとする点で本論文の問題関心と共
通点をもつ。実際に先行研究は、EU 法と WTO 法に共通する現象や機能に焦点を当て、両
者をひとつの視野に収める野心的な試みを生み出してきた。しかし、認識対象を法だけに
絞った上で共通点を導き出そうとする試みは必ずしも成功を収めてこなかった。WTO の紛
争解決例において、EU 法が WTO 法の内容を示すものとして言及された例はほとんど皆無
である。WTO から見るならば、欧州司法裁判所は数ある WTO 加盟国・主体の裁判所のひ
とつにすぎず、もちろん EU 法が国際裁判所としての WTO パネル・上級委員会を直接に拘
束することはない。EU 法が WTO の範となるという前提は、規範の妥当根拠が異なる以上、
当然ながら、成立しない。本論文においては、国際法・国内法分析枠組からも国際経済法
分析枠組からも相対的な視点が採用されている。すなわち、EU 法と WTO 法の両者はいず
れも保護主義に対する取組みを行う法として捉え、どの裁判所の判断であるかではなく、
通商に関わる諸主体に対して説得力のある法律論が打ち出されているかが問題であるとい
う相対的な視点が採用されている。その上で、それぞれの法が保護主義に対抗する際の実
定法論の合理性や説得力が扱われる。 
 
2. 本論文の構成 
 
本論文は五つの章によって構成される。第 I 章と第 V 章はそれぞれ問題の所在と結論を
述べたものである。本論は第 II 章から第 IV 章までの三つの章において展開される。まず、
全体の構成を要約的に述べる。第 II 章においては貿易制限的措置の規律規定を拡張的に解
する EU 法解釈に焦点を当て、EU 法と WTO 法の比較基盤の範囲が検討される。次いで、
第 III では、貿易制限的措置の規律規定の適用に焦点を当てることによって EU 法から WTO
法への示唆が探求される。第 IV 章では、貿易と非貿易的関心事項の調整枠組に焦点を当て、
この調整枠組の機動的活用という側面について EU 法から WTO 法への示唆が求められる。 
第 II 章「EU 運営条約 34 条の拡張的解釈基盤と WTO 法との接点」では、EU と WTO の
比較法論がそもそも成立するのか、また、どの範囲で成立しうるのかという論点が、本論
文における議論に必要な範囲で検討される。本論文の狙いは、EU 法からみた WTO 法の発
展の方向性を探るところにある。そうした検討目的の設定に対しては、そもそも EU と WTO
は別々の法制度であって、両者がそれぞれ自律的に機能しているのだから、 比較研究には
裨益するところがないという反論が予想される。さらに、EU と WTO の各条約の目的、制
度構成および貿易自由化に向けて採用している基本論理の異同を無視すべきではないとい
う批判も想定される。このような反論と批判を想定した議論が行われるのが第 II章である。
同章における検討は、貿易制限的措置の評価に関して EU 法からみた WTO 法の発展の方向
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性を探るという本論文全体の検討の中での前提的検討としての位置を占める。EU 法と WTO
の比較法的研究の共通基盤とその程度をより精密に分析することによって、上記の想定批
判に対して反論がなされる。また、少なくとも本論文における比較法論の前提整理に必要
な範囲での EU 法と WTO 法の共通基盤が明らかにされる。同章冒頭では、欧州司法裁判所
のダッソンヴィル事件先決裁定（1974 年）が取り上げられる。同先決裁定は、EU 運営条約
34 条の禁止する「輸入数量制限と同等の効果を有する措置」が「〔EU〕構成国のあらゆる
貿易規則であって、構成国間通商を直接もしくは間接に、現実的もしくは潜在的に妨げる
性質を持つもの」を含むというきわめて広い解釈（ダッソンヴィル基準）を示したもので
ある。このダッソンヴィル基準は、後の修正を経るものの、基本的に EU 運営条約 34 条の
解釈として今日まで維持されている。第 II 章においては、このダッソンヴィル基準の成立
基盤を指摘した上で、WTO 法における対応基盤の存否と重複の程度が分析される。すなわ
ち、貿易制限的措置に対する規律を広く及ぼす解釈を成立させた EU 法上の基盤として、ま
ず関税障壁の撤廃と EU 競争法の発展という実体法上の基盤がすでにあったことが指摘さ
れる。さらに、貿易制限的措置の維持という EU 法違反の帰結も明確化されていたこと、お
よび貿易制限的措置の規律範囲拡大の一方で、その例外をも拡大させることによって EU 法
制度に対する信頼要因を創出する制度的な基盤が述べられる。これらの実体法上および制
度上の基盤について、WTO の紛争解決了解を中心とした比較検討がなされる。 
第 III 章における検討の焦点は、EU 法と WTO 法における貿易制限的措置の規制分類にあ
てられる。この第 III 章の位置づけは、貿易制限的措置の捉え方という側面について、EU
法を用いて GATT を批判したときに、GATT が批判に堪えうるものか、あるいは有効な批判
点について EU 法からなんらかの示唆がありうるのかを探ることにある。あらゆる貿易制限
的措置は、国境措置（border measures）か国内措置（domestic measures）のいずれかである。
貿易制限の態様に着目すれば、それらは差別的措置（discriminatory measures）か、制限的措
置（restrictive measures）である。GATT もまた、国境措置と国内措置、差別的措置と制限的
措置という規制分類を大前提としている。EU 法においては、EU 域内通商に対する制限的
効果をもつあらゆる措置が EU 運営条約 34 条の禁止対象となるという判例（ダッソンヴィ
ル先決裁定）が 1970 年代に成立した。そのため EU 法においては、貿易制限的措置の規制
分類は意味を失われ、また EU 法と WTO 法の接点も失われたかのようにみえた。しかし、
そのような極端な立場は、後に精密化と修正を加えられることになった。GATT の規制区分
軸を、そうした EU 内での精密化と修正と重ねあわせ、GATT のとっている規制分類を批判
的に捉えなおした場合、貿易制限的措置の法的評価の確度向上につながる接点をみること
はできるか。これが第 III 章において扱われる中心的問題である。 
この章は、二つの節から構成される。A 節では、GATT11 条の規律対象である数量制限措
置と、GATT3 条の対象とする国内措置の区分が扱われる。ここでは、まず GATT11 条と 3
条注釈の解釈における適用範囲区分論が扱われた後、紛争解決例においてどのような規制
措置の区分がとられてきたのかが概観される。その後に、国境措置と国内措置の規制分類
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を EU 法に再導入した欧州司法裁判所のケック先決裁定との接点が模索される。次いで、B
節では、GATT3 条 4 項の禁止対象とする同種の産品に対する差別的措置が扱われる。貿易
制限的効果をもつ措置を広く禁止する EU 法との接点を求め、GATT の差別論を批判するこ
とができるかが検討される。解釈上、広範囲の貿易制限的措置に規律の網をかける EU 法と、
規制分類を設けた上で貿易制限的措置の規律を課す GATT には大きな違いがあるように見
えながらも、結局のところ両者の適用を通じて接点が生じてきたことが示される。 
第 IV 章では、EU と WTO における貿易と非貿易的関心事項の調整枠組が扱われる。EU
運営条約 34 条や GATT3 条といった原則規定の適用は、貿易自由化という観点から各国措
置を評価する規範であって、各国の社会的利益を反映した正当規制を十分に考慮するもの
ではない。そうした社会的利益を十分に考慮する法的枠組をもたなければ、貿易自由化に
偏した法解釈適用論の射程は限定されるであろう。つまり、貿易自由化に関する原則規定
の解釈適用が説得性を保つためには、原則規定の考慮から抜け落ちた各国正当規制に対し
て評価余地を残せるように、貿易と非貿易的関心事項との調整枠組を機動的に活用できる
かという別の面からも問われるべきである。そこでこの第 IV 章では、貿易と非貿易的関心
事項との調整という EU・WTO の共通問題に対して、それぞれの法がそれぞれ調整枠組を
どのように機動的に活用しているかという点に視点が移される。それによって、III 章に述
べた所論の射程が別の角度から検証される。第 IV 章は以下の三つの節から構成される。A
節「調整枠組の柔軟性と機動的活用の可能性」では、貿易と非貿易的関心事項の調整枠組
の構造がどのような柔軟性をもっており、非貿易的関心事項を考慮に入れた正当措置の多
様性を考慮に入れられるものとなっているかという点について検討が加えられる。ここで
扱われるのは、欧州司法裁判所のカシス先決裁定、EU 運営条約 36 条および GATT20 条で
ある。この A 節における検討は、後続の B 節および C 節の予備的考察である。続く、B 節
および C 節では地球環境保護を目的とした措置に絞って、A 節において提示した貿易と非
貿易的関心事項の調整枠組の機動的活用が実際に WTO においてもなされているのかとい
う点について検証がなされる。すなわち B 節においては、多国間環境条約を WTO 法よりも
優位させるべきだと主張するパウェリン（Pauwelyn, J.）の主張に反論を試みることによっ
て、貿易制限的措置の評価の際に多国間環境協定など貿易の枠組的条件を形作る国際文書
を考慮に入れる機能を具えており、EU のもつ調和措置採択権限が WTO にはないにもかか
わらず、国際社会の関心事項を WTO 法の適用において取り入れることができるようになっ
ていることが示される。次いで C 節では、規制の相互承認が扱われる。ここでは、産品の
生産工程の規制に焦点を当てつつ、他国において適法に流通におかれた製品は輸入国にお
いても輸入流通が認められなければならないという EU 法上の相互承認原則と、WTO 法と
の関連が扱われる。そのような相互承認原則は WTO 法には一般的には存在しない。しかし、
GATT20 条柱書は、正当化される貿易制限的措置について合理性を求めている。WTO の紛
争解決事例の中には、この規定を適用した結果、貿易紛争当事国に対して国際交渉を命じ
たものがある。つまり、輸出国で生産された産品をできるだけ円滑に輸入国に導入できる
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ように関係国間での規制の調整を命じたものである。ここに EU の相互承認原則との接点を
求めることによって、貿易と非貿易的関心事項の調整枠組の機動的活用の可能性が議論さ
れる。 
 
3. 本論文各章における検討の結果の概要 
 
第 II 章では EU 運営条約 34 条を拡張的に解釈した EU 判例を基点として、欧州司法裁判
所の拡張的解釈を支える実体的および制度的基盤を整理した。さらに、それらの基盤が WTO
に具わっているかどうかを検討した。この検討にあたっては、まずダッソンヴィル事件先
決裁定に焦点を当てた。その検討から、EU 域内における数量制限および同等の効果を有す
る措置の拡張的解釈の基盤として、EU 域内関税障壁の撤廃および競争上の平等条件の実現
という実体法上の基盤があること、自己完結的な法制度と制度への信頼性を創出する制度
的基盤があることを指摘した。すなわち、1957 年 EEC 条約において EU 域内商品移動の自
由が当時の EEC の基礎としての枢要な位置づけをもつことが、関税障壁に関連する判例に
おいてすでに示されていた。また、欧州司法裁判所は、関税と「同等の効果を有する措置」
の範囲を広く解し、貿易自由化の規律潜脱に対して厳格な態度をとっていたが、これが数
量制限と「同等の効果を有する措置」の規律規定の解釈にも移植された。競争上の平等条
件の確保については、すでに構成国間通商に影響を与える競争制限的行為についての判例
が確立していたこと、私人による市場分割に関して裁判所が厳格な態度をとっており、そ
れゆえ国家の公法的措置による EU 域内市場の分断に対して厳格な解釈がとられたことは、
いわば EU 法の発展の道筋をたどると必然的なことであった。しかし、このような発展の道
筋を WTO について考えることは難しい。WTO 法は関税を禁止しておらず、関税撤廃がさ
らに他の貿易制限的措置の規律を厳しくさせていくような力学が働かないためである。た
だし、競争条件の平等という観念は WTO 法において保護主義抑制において重要な働きをし
ている。輸入産品と国内産品との競争条件の平等を確保することは、GATT3 条の目的であ
る。競争条件の平等というやや抽象度を上げた視点からすると EU 法と WTO 法の重要な接
点がある。 
第 II 章ではさらに自己完結的制度という視点を設定して EU 法と WTO 法の比較検討を試
みた。権利主体を確定した上で、法の違反と帰結を結び付ける制度（自己完結的制度）を
取り上げたのは、法制度に基づく安定性と信頼性の創出という自己完結的制度の内在要因
に着目するがゆえである。そうした要因に目を向ければ、EU 運営条約 34 条の拡張的解釈
が EU 法制度の安定性と信頼性を害しない判断にとどまっているか否か、また WTO 法にお
ける内国民待遇原則をそのように拡張的に解釈することが、むしろ WTO 法制度の安定性と
信頼性を害するものか否かがみえるであろう。EU においては欧州司法裁判所が、EU 運営
条約 34 条の拡張的解釈を行う一方、他方その例外をある程度柔軟に認めることによって、
EU 法の安定性と信頼性を作り出していることが示された。しかし WTO にはそのような要
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因はない。そこでは多角的貿易体制の「安定性」、「予見可能性」、および WTO 加盟国の「権
利と義務の適正な均衡」の三項を同時に実現することが求められる。さらに条約法条約 31
条に定められた条約解釈準則に則って WTO 諸協定を解釈することが求められる。欧州司法
裁判所による EU 運営条約 34 条の拡張的解釈が可能となったのは、数量制限と同等の効果
を有する措置の例外をも拡張することによって、貿易制限的措置の評価をめぐる EU 法内部
での信頼性創出が行われたことである。しかし、そうした解決は文言解釈を重視すること
によって WTO 加盟国間の権利義務の均衡を実現しようとする WTO 法には移植できない。
また個人の法主体性を認める EU 法においては、個人が国家の措置を問題にできるという制
度の構成上、WTO における国家対国家の通商紛争で求められるような主張立証までは個人
には求められておらず、個人が国家の措置の EU 法適合性を問うのに適した EU 運営条約 34
条の拡張的解釈は WTO 法には移植できない。これらは EU 法と WTO 法の比較を安易に許
さない要因である。EU 法と WTO 法の接点を見出そうとする際には、以上のような多くの
制約があるのであって、結局、競争上の平等条件確保や保護主義の抑制といった抽象度を
上げた上での接点を設定するか、あるいは類似した具体的な事実をめぐる評価という抽象
度を下げた上での接点を見出すかのいずれかになる。 
続く第 III章では、GATTの貿易制限的措置の規制分類を批判的に検討することによって、
法的評価の確度向上が図れるかを検討した。まず、国境措置と国内措置の分類については、
GATT11 条と 3 条の適用範囲の外延の不明瞭、分類区分論の法解釈論上の弱点、紛争解決例
における混乱を指摘した。EU 運営条約 34 条の解釈に国境措置と国内措置の分類を導入し
た欧州司法裁判所のケック先決裁定と対比することによって再構成の可能性を探った。こ
こでは、問題となる規制が販売業者の対する規制か、それとも産品に関する規制かという
分類の有効性、および国内産品と輸入産品の市場参入に対する負担をそれぞれ比較検討す
ることによって、国境措置と国内措置の区分に関する法適用の確度向上を指摘した。ただ
し、国内産品と輸入産品の市場参入に対する負担の検討と、GATT3 条 4 項における不利で
ない待遇という要件の区別については、以上の検討結果をより具体化する必要が残った。
次に、同種の産品に対する差別的措置を禁止する GATT3 条 4 項の適用範囲が広すぎるとい
う批判を取り上げ、それらに根拠があるのかを探った。すなわち、GATT3 条 4 項は、WTO
加盟国の国内規制措置であって、「締約国の領域の産品で他の締約国の領域に輸入される
もの」と「国内原産の同種の産品」が存在し、かつ問題となる措置が、他国産品に対して
同種の国内産品よりも不利な待遇を与えるという三つの要件をみたすものを禁止する。そ
れに対して、WTO 加盟国の行う産品の区別が保護主義的な目的と効果をもたない場合は、
当該区別の行われている産品は同種ではなく、GATT3 条は適用されないと主張する。換言
すれば、規制が国内産品と輸入産品の取扱に差異を設けるものの、当該規制の目的と効果
が保護主義的でないならば許容されると主張する目的効果論がある。これは同種の産品の
範囲を狭めることによって、GATT3 条 4 項の適用範囲を縮小しようという主張である。し
かし、GATT3 条の文言に基礎がないこと、保護主義的目的と効果の曖昧さが残ることなど
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の多くの理由から、目的効果論は否定されている。さらに、GATT3 条 4 項の適用範囲が広
すぎるという批判として、生産工程論がある。これは、産品の生産工程を規制し、本来な
らば GATT3 条 4 項の適用上「同種」とされる産品を区別する規制の正当性をいう批判論で
ある。この生産工程論を用いることによって、産品の生産における環境への負担を考慮す
ることができるようになるといった利点はたしかにある。しかし結局、GATT3 条における
伝統的な同種の産品の概念を覆すものとはいえない。さらに、GATT3 条 4 項に対する批判
論として規制緩和論がある。ある特定の産品について販売流通制度が設けられている場合、
当該制度内で扱われる輸入産品の不平等取扱いは、GATT3 条 4 項を用いることによって比
較的容易に攻撃できる。これは当該制度内で扱われている特定の産品が輸入産品と同種で
あるという判断に結びつきやすいからである。その場合の GATT3 条 4 項の適用は輸入販売
制度の規制緩和に直結する。韓国・牛肉事件の被申立国（韓国）はそのような反論をした
が、結局、同種の産品についての差別的販売制度がある場合には有効な反論とはならない。
以上の批判論は、輸入産品と国内産品の競争条件の平等に対する期待という GATT3 条の法
益に含まれない利益を根拠としているので、結局のところ GATT3 条解釈論を覆すものとは
ならない。 
最後に、第 IV 章では貿易と非貿易的関心事項の調整枠組の機動的活用の可能性という視
点を設定して検討を行った。まず、欧州司法裁判所のカシス・ドゥ・ディジョン先決裁定
における正当規制の判断枠組と GATT20 条の正当化判断枠組の接点を探った。それは、次
の二点について指摘できる。第一に、貿易制限的措置をとる個別国がとる措置には正当性
の国際的説得性をどう示すかという問題から逃れられないこと、第二に、正当化される措
置には合理性が含まれていなければならないことである。正当化に関するその他の類似点
は結局のところたしかではない。貿易制限的措置の正当化については i）多国間主義、ii）
正当規制を受け止める柔軟性、iii）貿易自由化と規制の表裏一体化の三つを、本論文では機
動的活用として捉え、地球環境保護のための規制措置を素材として具体的な検討を行った。
1947 年に GATT が起草されて以降の現代的関心を踏まえると、多国間環境条約など国際社
会の関心事項を WTO 法に対して優位させるべきだと主張する論者としてパウェリンがあ
る。彼の所説は、WTO 法において正当規制を受け止め評価する際の柔軟性を奪うものであ
って、貿易と非貿易的関心事項の調整枠組の機動的活用に反するものである。この所説に
対しては、WTO における適用法規論および紛争解決例を援用して反論できる。 
次に、相互承認原則の機動的活用については、主として米国・海老海亀事件を素材とし
て、貿易と非貿易的関心事項の調整枠組の機動的活用が実際に WTO 法の実行において行わ
れていることを示した。米国・海老海亀事件は、とりわけ大きな貿易国がとる環境関連貿
易措置の場合には、それが正当性を帯びる場合であっても一方的性格を強く帯びることが
示され、また環境保護を目的とした措置の正当化が争われた事件である。同事件の紛争解
決例を手がかりとして、一国のとる措置が他国との関係で合理性を欠くという判断が成立
する場合には、関係貿易相手国との交渉によって、貿易制限度が少なく、かつ輸出国規制
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にしたがって生産された産品が輸入国内でも適法に流通できるようにするように促してい
るのであって、つまり WTO 法も限定的かつ断片的ながら事実上の相互承認を実現する法的
基礎を持っていることを指摘した。固より、WTO 法における解決は EU における調和措置
や相互承認原則と比肩しうるものとはいえないが、貿易と非貿易的関心事項の調整につい
ては機動的活用の要素が生成しつつあることは重要な発展であることを指摘した。 
 
4. 本論文全体の結論 
 
全体の結論として述べることができるのは次の二点である。第一に、保護主義の抑制、
輸入産品と国内産品の競争条件の平等、市場参入、正当措置の保護対象、正当化における
合理性はいずれも抽象的であるが、これらは EU 法と WTO 法の比較研究を通じて WTO 法
への示唆を引き出す上で有効な共通基盤となる。また、WTO 法の適用が混乱しているよう
な問題（たとえば第 III 章において検討した国境措置と国内措置の分類区分）については、
判例を通じて法を発展させている EU に問題解決の手がかりを求めることは有益である。
GATT20 条柱書における合理性の観念をどう具体化していくかについてもそうであろう。そ
のことは、すでに国際交渉命令によって、合理性の内容を具体化し、非貿易的な関心事項
との調整を図る事例に具体例を指摘できる。第二に、GATT3 条の採用する同種の産品に対
する差別論は確固とした基礎を有しており、その批判論には十分な根拠がない。第三に、
主権国家間の貿易関係においては、各国の規制権限を前提とするため、ひとつの政体の下
における貿易関係の場合とは異なって、貿易と非貿易的関心事項についての立法を通じた
調整は成り立たないし、また規制の相互承認も原則化されない。しかし、各国の主権を前
提とする国際社会においても、貿易と非貿易的関心事項の調整枠組の機動的活用の必要が
なくなるわけではない。そのことは、多国間環境条約や、貿易参加国間の各国規制調整の
必要に現れていた。主権国家の並存を前提としつつも、貿易制限的措置の正当化における
多国間環境条約の考慮や審査対象措置の合理性評価を事実依存的に行う中で、WTO 法にお
いても相互承認の萌芽がみられることも確認できた。貿易と非貿易的関心事項の調整とい
った EU と WTO の共通問題については、事実上の収斂が指摘できる。 
 
 
 
 
 
 
 
